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光は、人間に多くの恵みをもたらす無限の可能性をもっています。
その光に勝負を挑み、そして勝つことなどは不可能でしょう。
まさに恐れを知らぬ言葉なのですが、私たちの未来を切り拓いていこうとする時、
最も大事なことは、実現不可能なほど高い目標でも、全員で果敢に挑もうとする志、気概です。
徹底したこだわりと言ってもよいでしょう。

「論理的にそれは不可能だよ」という前に、まずは挑戦してみる。
その姿勢なしには、これからの激変する社会で生き残っていくことはできません。
この「光に勝つ」の気概を、これから新世紀を勝ち抜くための
スタンレーグループ全員の精神とします。

光に勝つ
スタンレースピリット

STANLEY
GROUP VISION
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　「統合報告書2024」は、株主・投資家をはじめとしたステークホルダーの皆さまに、 当社グループが2030年に目指す姿「競争力のある企業」
に向けて創出しようとする経済的価値・社会的価値について理解いただくことを目的に制作しました。
　「トップメッセージ」では、当社グループの描く「競争力のある企業」の定義とともに、それに向けた戦略の方向性や取り組み、思いを語っていま
す。「事業戦略」においては、グローバルで急速に変化する外部環境の中、どのように事業を成長させていくかを、各事業の責任者であるサテラ
イト本部長が市場背景を交えながら説明しています。環境・社会・ガバナンスのパートでは、気候変動への取り組みや人的資本の考え方、コーポ
レート・ガバナンスの強化をはじめ、サステナビリティへの取り組みを紹介しています。特にガバナンスのパートにおいては「社外取締役対談」に
て、当社グループの持続的な企業価値向上における課題について提言しています。
　なお当報告書は、昨年の報告書について機関投資家の方々からいただいたご意見をもとに改善を行っています。当報告書が株主・投資家を
はじめとしたステークホルダーの皆さまにとって、当社グループの企業価値向上に向けた取り組みへの理解を深めるツールとなり、皆さまとの
対話を促進する一助となれば幸いです。

「統合報告書2024」の発行にあたって

トップメッセージイントロダクション 中長期の価値創造戦略 ガバナンス データセクション価値創造ストーリー
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売上比率 2.0%
グループ
関連会社 5社

欧州
売上比率 22.9%
グループ
関連会社 12社

アジア・大洋州

売上比率 28.2%
グループ
関連会社 7社

米州

売上比率 19.4%

グループ
関連会社 9社

中国

売上比率 27.5%
本社及び
グループ関連会社9社

日本

※1 外部顧客への売上高
※2 上記の3つの事業以外に「その他」の区分として、身体障害者雇用促進事業、
　　グループに対する金融・経営サービス等の事業活動の売上高があります。

コンポーネンツ事業

4.6%

電子応用製品事業

13.6%

自動車機器事業

81.8%

億円
4,724
売上高※1

1920年
世界設立

17ヶ国

単体 3,902名 連結16,778名
従業員数

連結子会社

38社
持分法適用関連会社

3社

事業別売上高構成比 企業概要

グローバルネットワーク

358億円
親会社株主に帰属する当期純利益営業利益

265億円
売上高営業利益率

7.6%
ROE

5.3%

収益性・効率性

33.9%
連結配当性向

71.4%
総還元性向

55円
１株当たり配当額

株主還元

At a Glance

トップメッセージイントロダクション 中長期の価値創造戦略 ガバナンス データセクション価値創造ストーリー
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トップメッセージ

競争力のある企業へ
～2030年に向けて今が変化の時～

代表取締役社長

競争力とは

第Ⅷ期中期３ヶ年経営計画1年目　振り返り

　スタンレーグループは、経営理念の第一に「光の価
値の限りなき追求」を掲げ、「光に勝つ」の気概のもと、
技術、製品をつくり、提供することで社会に貢献する
ことを目指しています。
　当社グループは、2030年のあるべき姿を「競争力の
ある企業」と定めています。競争力というと誰かとの
競争を思い浮かべますが、当社グループにおける競争
力とは、そういった一般的な意味合いだけではなく、
光を使って安全安心を提供することで「スタンレー電
気の製品に出会えてよかった」「スタンレー電気と一緒
に仕事ができてよかった」とどれだけ多くの皆さまに
思っていただけるか、どれだけ社会に貢献できるかを
本質的には示しています。
　EV化、電子化、自動化など世の中が想像以上のスピー
ドで変化している中で、企業がその存在意義を世界に
示すためには「自身の企業だけでなく業界全体として
根本的に変わらなくてはならない。そのための製品を
スタンレー電気と一緒につくりあげたい」と考えてく
ださっている方が増えていることから、当社が考える
競争力は正しいのだと今は強い確信となっています。

　私は、スタンレー電気は一部品メーカーとして供給
責任を果たすだけでなく、業界全体の大きな変革を、
世界をリードするスピードで成し遂げる一翼を担う会
社にならなくてはならないと考えています。これから
は自ら限界を設けることなく、お客さまと一緒に取り
組む仲間として、エンドユーザーが求めているものを
いち早く送り届けられるよう、努めてまいります。

　2023〜2025年度の第Ⅷ期中期３ヶ年経営計画（以
下、第Ⅷ中計）の初年度にあたる2023年度は、「付加
価値最大化」の考え方が定着し、体質向上の兆しが見
えはじめた1年でした。収益性を高めることに社員が前
向きに取り組んでくれた結果、私が考えていた以上の
結果を出すことができ、成長の第一歩を踏み出しまし
た。また、外部環境では中国など厳しい地域もありま
したが、米州の好調な地域でオフセットすることがで
きました。すべての事業や地域で良い結果が出ること
が理想ですが、現実はそれほど甘くはないので、厳し
いところは好調なところがカバーするという体制にで
きたのも今回の大きな成果です。

7 統合報告書2024 8



トップメッセージ

トップメッセージイントロダクション 中長期の価値創造戦略 ガバナンス データセクション価値創造ストーリー

TADAS思想の
ものづくり

One Stanleyで
スピードのある

挑戦

光の独自技術で
新市場開拓

品質

2030年
競争力のある
企業へ

　加えて、Thai Stanley Electric Public Co., Ltd.（以
下THS）の連結子会社化により、タイを中心としたア
ジアでの事業展開が視野に入ったことは大きな進歩で
あり、これに伴い第Ⅷ中計最終年度となる2025年度の
売上高目標を5,500億円から5,900億円に、営業利益
率目標を10%から10.5%にアップデートしました。な
お、どのような環境下においても必ず達成すべき営業
利益率「責任利益」の10%は変えていません。ROEに
ついては、2028年度の目標10%を前倒しで達成した
いと考えています。
　一方で、この数年で企業に求められるものは大きく
変化しています。業績だけを追い求めるのではなく、
社会課題の解決に貢献する担い手となり、社会と共存
を図りながら、価値を生み出すとともに利益を出す必
要があります。私はスタンレー電気の社長として、アッ
プデートした経営目標の達成に加え、社会課題を解決
することで企業価値を最大化し、社会から必要とされ
る企業へと成長させることを自身の使命と捉え、まい
進してまいります。

　当社グループは「競争力のある企業」の実現に向けて、
第Ⅷ中計を「TADAS思想のものづくり」「光の独自技
術で新市場開拓」「One Stanleyでスピードのある挑戦」
の3つのコンセプトで推進しています。

　「TADAS」とは、当社のものづくりの基本となる考
え方であり、「ADAS（先進運転支援システム）」に「T」
を付けるとタダになることから生まれたネーミングで
す。私たちの提供する価値は安全安心ですから、いか
に付加価値の高い製品であっても、安く広く万人に届
けなくてはなりません。
　2023年度には、安くて良いものを提供する競争力の
向上に向けて、新たな生産革新活動「SNAP2」を開始
しました。「SNAP2」では、付加価値最大化の考え方

「競争力のある企業」実現のための
3つのコンセプト

基本方針

TADAS思想のものづくり

を定義するとともに、業績・利益に結びつく新たな活
動指針を策定し、生産現場発の工数改善だけでなく、
設計の段階で作りやすい構造とすることによる工数改
善など、すべてのプロセスで取り組みを進めています。
総生産量を増やさずに人数を減らすという考え方もあ
りますが、当社では現在、DXで負荷を低減し、付加価
値を最大化しています。当社が推進する「Stanley-DX」
の特長は、世界同一システム・同一業務プロセスの実
現にあります。これまでは国内・海外の各工場で、そ
れぞれ独自に推進してきた活動を、DXによって互いの
良いところを取り入れたグローバル共通の活動とする
ことで、付加価値を最大化するものづくりを行います。

　当社では光を使った独自技術による価値を絶え間な
く創出し、新市場の開拓を進めています。
　自動車機器事業の領域では、EV化に伴い、これまで
の常識にとらわれない新たな製品や機能が求められて
います。そこで、当社では自動車のフロント部をディ
スプレイとし、ディスプレイに表示するコンテンツで
周囲の交通参加者とコミュニケーションをとる新たな
機能を提案しています。これは当社が開発するディス
プレイが高効率なLED、車載品質に耐えうる信頼性、
車体に添わせる高いフレキシブル性という特長をもつ
ことから実現しています。また、当社は二輪の領域に
おいて非常に高いシェアを誇っています。インドなど
の新興国では、二輪の生産台数は四輪の10倍以上であ
り、資材購入面でのスケールメリットも得られること
から、今後は、新興国におけるシェア拡大に注力して
いきます。
　電子事業の領域では、新たな光源として、進化した
レーザーの一種であるVCSELや、ナノテクノロジーの
活用で光の概念そのものを変えるPCSELなどが登場し
ています。当社は、これら光源の開発と同時に企業体
質の変革を進めるべく、産学の連携に加え、スタート
アップ企業への投資も視野に入れ、新市場開拓に向け
た製品づくりに挑戦しています。

　2028年度の非日系カーメーカー売上高比率8%の目
標を筆頭に、さらなるグローバル化を推進しています。
　私自身の反省として近年のスタンレー電気は、新し
いことに抵抗があったように思います。しかし、海外
のメーカーは、若い世代を中心に「まずやってみよう」
とダイナミックに動いています。そうした姿勢を当社
にも取り入れ、「日本から」のみでなく「グローバルで
同時」に価値を提供する姿が「One Stanley」です。
　2024年に子会社化したTHSは収益性が高いだけでな
く、そこで働くタイ人社員も物事の捉え方が前向きで、
能力が高く非常に優秀だと感じています。また、米州
の2つの子会社では米国人がトップを務めていますが、
彼らの経営のスピード感には目を見張るものがありま
す。こうした現地の人材への経営のシフトを推進する
ことで、事業展開のスピード向上を図っています。
　グローバル市場を俯瞰すると、モータリゼーション
においてタイはアジアで重要な位置づけであり、当社
ではTHSを中心にしたビジネス展開を進めていきます。
さらには、躍進著しい中国のカーメーカーへの供給も
力を入れていきます。米州では、北米から南米まで全
体のサプライチェーンにおいて、スタンレー電気の存
在感を高めていくことが重要だと考えています。また、
インドのビジネスパートナーであるLumax Industries
Ltd.との関係強化を図り、インドでのシェア獲得にも
注力していきます。

光の独自技術で新市場開拓

One Stanleyでスピードのある挑戦
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競争力の源泉となるマテリアリティ 　新たな人材方針は「“自発”挑戦型人材〜Change（変
化）をChance（機会）と捉える人材集団〜」です。
社員自らの「目指す姿」の実現に向けて、会社が支援
を行います。新たな方針を理解してもらうために、国
内外の社員と私が直接コミュニケーションをとり、人
材育成の方向性や文化・風土改革の必要性について説
明する機会を設けています。成長実感とキャリア実現
によって社員の働きがいを高め、スタンレー電気で働
いていることで一人ひとりの人生設計が行えるように
していきます。

　私は、株主の皆さまがあってのスタンレー電気だと
強く思っています。当社の株式を保有したいという機
関投資家・個人投資家の方々がいらっしゃるから当社
の財務基盤が成り立っているわけですし、「スタンレー
電気の株を持っていてよかった」と思っていただける
ファンを増やしたいと考えています。それは、お客さ
まに「スタンレー電気の製品に出会えてよかった」と
思われること、協業先の企業に「スタンレー電気と一
緒に仕事ができてよかった」と思われることと同じと
捉えています。
　そのために、当社は株主価値の向上への取り組みを
一段と加速していきます。確実な収益向上に加え、適
正な資本政策のもと未来を見据えた投資を行い、さら
なる事業の成長につながる好循環を実現していきます。
得られた収益については、次の投資に使うとともに、
株主の皆さまにしっかりと還元してまいります。

スタンレー電気は、光の企業として社会課題の解決
に貢献し、社会と共に成長を続けていきます。株主を
はじめとするステークホルダーの皆さまとは、統合報
告書の発行をはじめ、今後も真摯な対話を続けてまい
ります。引き続きご支援・ご鞭撻を賜りますよう、お
願い申しあげます。

　競争力のある企業となるため、多くの社会課題の中
から5つのマテリアリティを特定しています。私はこの
中でも、特に「環境と価値創造との調和」と「一人ひ
とりの幸福と成長」に注力しています。
　「環境と価値創造との調和」については、ものづくり
企業である当社にとって、価値を創造しながら環境へ
与える負荷を最小化することは大変難しい課題です。
しかし、当社にとって気候変動への取り組みは、リス
クではなく成長の機会でもあります。

LED製品メーカーとして省電力・長寿命化に取り組
むことや、多くのエネルギーを要する樹脂製品を扱う
メーカーとして新たな樹脂材料の開発を進めることで、
社会のニーズに応えながら持続的な成長を図っていき
ます。加えて、現在再構築中の技術研究所では、光の
効率化とカーボンニュートラルに向けた研究開発を2
大テーマとしており、自社のみならず社会全体のCO₂
排出量削減を見据えて活動しています。
「一人ひとりの幸福と成長」については、社員一人ひ

とりが働きやすく、働きがいのある環境を整備するこ
とで、競争力のある製品を生み出す企業へと発展する
ことを目指しています。そのために、人材方針を抜本
的に見直しました。

ステークホルダーの皆さまへ

価値創造
ストーリー

13	 スタンレー100年の軌跡

15	 価値創造プロセス

17	 強み・ビジネスモデル

19	 マテリアリティ（重要課題）

21	 サステナビリティ

トップメッセージ
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1960 202020001980

スタンレー電気誕生
北野商会を創立、自動車電球を主と
する特殊電球の製造販売開始
商標を「スタンレー」に決定
目黒工場設立
資本金50万円で株式会社に改組し、
スタンレー電気株式会社に商号変更

1920

1921
1932
1933

1920-1945 1946-1970 1971-1990 1991-2010 2011-
自動車用ランプへの挑戦

浜松工場、秦野製作所開設
東京証券取引所市場第ニ部に株式
を上場
東京証券取引所市場第一部指定
技術研究所開設

1960
1961

1962
1969

オプトエレクトロニクス企業へ
広島工場開設

米国に「Stanley Electric U.S. Co., Inc.」設立
（現・連結子会社）

タイに持分法適用関連会社
「Thai Stanley Electric Public Co., Ltd.」設立
※2024年4月11日付で連結子会社化

インドの「Lumax Industries Ltd.」と自動車ランプ
に関する技術援助契約締結

フランスに「STANLEY-IDESS S.A.」
（現・Stanley IDESS S. A. S.）設立
（現・連結子会社）

タイに「Asian Stanley International Co., Ltd.」
を設立（現・連結子会社）

1973

1979

1980

1984

1984

1987

真のグローバル企業へ
障がい者雇用のための特例子会社として
松尾電気株式会社の株式取得

生産管理の基本方針「SNAP」策定

中国に「天津斯坦雷電気有限公司」設立
（現・連結子会社）

スタンレ－グループビジョン制定、
長期経営目標スタート

インドの「Lumax Industries Ltd.」が
持分法適用関連会社へ

神奈川県横浜市にオプトテクニカルセンター開設
※2024年4月1日付で横浜技術センターに名称変更

1993

1995

1995

2000

2007

2007

新たな飛躍への挑戦
ガバナンス委員会設置

窒化アルミニウム製造技術を持つ
「HexaTech, Inc.」
を子会社化（現・連結子会社）

神奈川県秦野市に秦野テクニカルセンター、
ライトトンネル棟開設

車載用ランプシステム事業に関する
三菱電機株式会社との業務提携契約締結

東京証券取引所の市場再編に伴い
プライム市場へ移行

本田技研工業株式会社との
資本業務提携契約を締結

2015

2020

2020

2021

2022

2022

当社グループの歴史は、その前身となる北野商会が誕生した1920年にまで遡ります。
当時、まだ珍しかった自動車用電球を手掛け、オプトエレクトロニクスや自動車機器製品へと事業領域を拡大してきました。
当社グループが歩んできた100年は、光が持つさまざまな特性を究め続けた歴史であり、
多くの価値のある製品として結実しています。

2023年度売上高

4,724億円

創業者の思い
「おれは早く日本一になりたい。これからは電気の時代だ」。創業者・北野隆春は、自動車電球を
主体とした特殊電球で自分の店を開こうと決心しました。いわく、「志を立てんには大にして高き
を欲す。小にして低きを欲せず。小にして低ければ即ち小成に安んじ、大にして高ければ即ち大
成を期す。物はすべて上を望んで中に至り、中を望んで下に至るものなり。故に常に天下第一等
の人たらん事を心がくくし」。この覚悟、この精神こそ成功の秘訣だ、と。

創業者：北野隆春（1945年）

1957
完全密封式メタルバック
シールドビーム
驚異的な勢いで自動車市場に
受け入れられた当社の代表製品

1968
超小形電球
低電圧、小電流、長寿命、
超小形で幅広い用途で活躍

1976
高輝度赤色LED
新技術開発事業団から
成功認定、明るさ世界一

1981
ガスレートジャイロセンサ
世界初の自動車用地図型
ナビゲーションに採用

2016
プライバシーバックライト
HP「Elite Book」に
プライバシーモードを
実現させる
面光源が採用

1959
露出計
EEカメラ時代の
先鞭をつけた製品

2020
深紫外LED
波長265nmで
新型コロナウイルス
不活化に有効

1921
創業当初
の自動車電球
スタンレーものづくりの原点

1929
クリスマス電球
日本最初のパーマネント・
コンタクト式クリスマス電球

1989
MR(マルチリフレクター)
ヘッドランプ
自動車デザインの自由度を高めた、
世界初のレンズカットがない
ヘッドランプ

2009
LEDヘッドランプ
三菱自工の世界初の
量産型電気自動車

「i-MiEV」に採用

2015
アダプティブ・ドライビング・
ビーム（ADB）
マツダ「CX-5」
ヘッドランプに初採用

19401920

1940
セレン整流体
電球製造の傍らセレン整流体や
抵抗器の製造で
電気関係分野へと発展

1993
RAYBRIG
ハイパーハロゲンバルブ
RAYBRIGブランドから太陽光に近い
世界初の高効率バルブの発売

2000
LEDリアランプ
世界初のLEDリアランプ。
日産「ティーノHV」
に採用

スタンレー100年の軌跡

社名の由来
スタンレーという社名は、19世紀後半、アフリカ大陸を探検し偉大な足跡を残した「勇気と行動
力の人」ヘンリー・モルトン・スタンレー卿に由来しています。

社名の由来となった探検家ヘンリー・モルトン・スタンレー

トップメッセージイントロダクション 中長期の価値創造戦略 ガバナンス データセクション価値創造ストーリー
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トップメッセージイントロダクション 中長期の価値創造戦略 ガバナンス データセクション価値創造ストーリー

当社グループは、創業以来100年にわたって培ってきた強みを活かした事業展開と、
当社の成長を支える経営基盤の強化によって、安全安心を実現する経済的価値と社会的価値を創出し、
持続的成長が可能な「競争力のある企業」へ進化してまいります。

価値創造プロセス

スタンレーグループビジョン

サステナビリティ基本方針

2
0
3
0
年「
競
争
力
の
あ
る
企
業
」

安
全
安
心
を
実
現
し
社
会
に
貢
献
す
る

社会課題
メガトレンド

所得格差
途上国支援

雇用

経済

ダイバーシティ
障がい者雇用
強制・児童労働

人権・労働

地球温暖化
気候変動

生物多様性

環境

資源の枯渇
紛争鉱物
水問題

資源

介護問題
医療格差
公衆衛生

医療

事故
防災・火災

戦争

安全

マテリアリティ

強みを活かした事業展開
による社会課題の解決

持続的成長を
支える経営基盤の強化

盤石な
経営基盤の

構築

一人ひとりの
幸福と成長

環境と
価値創造との

調和

「健康で安全な
暮らし」の実現
光の価値の提供

交通死亡事故
ゼロへの挑戦

安全安心を
全ての人へ

（2024年3月31日現在）

製造資本（連結）

設備投資額� 285億円

生産拠点数� 29拠点

社会関係資本 （連結）

海外売上高比率� 72.5%

海外拠点数� 33拠点

人的資本 （連結）

従業員数� 16,778名

海外従業員比率� 72.7%

知的資本 （連結）

研究開発費� 225億円

特許保有件数� 3,633件

研究開発拠点� 8拠点

自然資本 （連結）

電気使用量� 525,119千kWh

ガス使用量� 3,434千Nm3

水使用量� 1,256千m3

財務資本 （連結）

総資産� 7,083億円

純資産� 5,894億円

営業キャッシュ・フロー� 656億円

INPUT OUR ACTIVITIES OUTPUT OUTCOME

電子応用製品
事業

電子応用製品
事業

研究開発研究開発

自動車機器
事業

自動車機器
事業

コンポーネンツ
事業

コンポーネンツ
事業

第Ⅷ期
中期３ヶ年
経営計画

TADAS思想の
ものづくり

One Stanleyで
スピードのある

挑戦

光の独自技術で
新市場開拓

品質

2030年
競争力のある
企業へ

P.17-18

スタンレーグループの強み
ムダのない“ものづくり”
持続可能な社会へ貢献

光の価値提供
強固な事業ポートフォリオ

P.17-18

P.21

P.1-2

顧客・社会ニーズに応える
ランプシステムを

全ての人へ提供し、
交通事故ゼロへ貢献

非可視光を主とした
当社独自のデバイス・

モジュール・アプリを提供し、
人々の「健康で安全な

暮らし」へ貢献

気候変動への取り組み
2030年度

自社の事業活動において
CO2排出量50%削減

（2019年度比）
2050年度
カーボンニュートラルの実現

社員のエンゲージメント向上
2025年度

30%向上
（2023年度比）

経済的価値

社会的価値

経営目標（2025年度）

売上高	 5,900億円

営業利益率	 10.5%

ROE 8%

P.23-24
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スタンレーグループの強みスタンレーグループの強み

光源技術を保有していることで
当社独自の光の価値を社会へ提供しています。

研究開発機能が生み出す光の価値を
3つの事業セグメントへ提供し

事業変革と新事業の創出を行います。

　最適な“ものづくり”を追求する
独自の生産革新活動を実践しています。

間接部門を含むすべてのビジネスプロセスに
展開し、徹底してムダを省くことで、

より広範囲における生産性向上を実現します。

市場動向に左右されにくく、かつ生産規模が大きい
二輪車向けランプ製品の高シェアによる

サプライチェーンを強みに、四輪車向けも含めた
自動車事業と電子事業が互いに支え合う

レジリエンスが高い事業構造を構築しています。

お客さま・市場から求められるニーズを
的確に捉え、それに応える製品を提供しています。

当社の製品を通じて
「安全安心な世界をつくる」ことで
社会に貢献する企業を目指します。

調 達
独自の革新的生産手法
「お客さまが求める製品を必要なときに必要なだけ
生産する体制」を理想とし、全社を挙げて独自の生
産革新活動“SNAP”を実践しています。徹底してム
ダを省くことでリードタイム短縮、コスト低減、品質向
上、納期遵守を実現し、お客さまの信頼と満足を高
めています。また、設備の内製化や新材料の研究な
ど、生産技術の向上もあわせて推進しています。

合理的かつ安定的な調達
国内外を問わず広く門戸を開放し、取引機会
の均等を図るとともに、品質・納期・価格・安
全・環境を基本とした、公正で合理的な基準に
よって、取引先を選定しています。また、今後
はさまざまなリスクを最小限に抑える体制を
構築することで、これまで以上に安定した供給
を実現します。

ニーズを捉えた価値提案・製品提供
お客さまと密接に関わり、お客さま・市場のニーズを
獲得することで、他社に先駆けて準備を行い、お客さ
まが満足する価値の提案を行います。そのために、営
業機能と技術機能の連携を強化し、さまざまなニー
ズに応える体制を整えています。このような体制の
もと、お客さまが気づかない潜在的なニーズを徹底
的に掴み、それに応える製品を提供します。

生 産 販 売

電子応用製品
事業

電子応用製品
事業

自動車機器
事業

自動車機器
事業

コンポーネンツ
事業

コンポーネンツ
事業

研究開発研究開発

　当社のビジネスモデルは３つの事業セグ
メントそれぞれと研究開発機能が連携して
いることを特徴としています。３つの事業セ
グメントがあることでさまざまなニーズを捉
え、ニーズに応える価値を研究開発機能が
生み出します。それを事業セグメントへと提
供するとともに、各事業セグメントが連鎖す
ることで、新しい技術や製品を通じて経済
的価値、社会的価値を創出します。
　また、複数の事業セグメントが互いに支
え合うことで耐性のある事業展開を可能と
し、社会環境が激変する近年においても持
続的な成長を担保しています。

スタンレー
グループの

ビジネスモデル 

光の価値提供 ムダのない“ものづくり” 強固な事業ポートフォリオ 持続可能な社会へ貢献

P.37-38

P.37-38

P.35-36

P.39-40

トップメッセージイントロダクション 中長期の価値創造戦略 ガバナンス データセクション価値創造ストーリー

強み・ビジネスモデル
当社グループは自動車機器製品、コンポーネンツ製品、電子応用製品の製造販売を主な事業としています。
これを支えるのが、合理的で安定的な調達機能、独自の革新的生産手法に基づく生産機能、ニーズを捉えた価値提
案・製品提供を行う販売機能です。このビジネスモデルの土台となる当社グループの４つの強みを今後も伸長させて
いくことで、さまざまな社会課題の解決に貢献し、企業価値の向上を図ります。
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当社グループでは、多くの社会課題の中から、５つのマテリアリティを特定しています。
特定にあたっては、当社グループを取り巻く環境において重要度が高いと思われる社会課題を抽出し、

「強みを活かした事業展開による社会課題の解決」と「持続的成長を支える経営基盤の強化」の２つの視点で特定しました。
マテリアリティの解決に向けた目標を設定し、これに沿った活動を展開しています。

マテリアリティ 主な取り組み  目標 2023年度実績 関連ページ 関連するSDGｓ

交通死亡事故ゼロへの挑戦
～安全安心を全ての人へ～

顧客・社会ニーズに応える
ランプシステムを全ての人へ提供

ADB※1比率（四輪ヘッドランプに占める割合） ◦2025年度：18%
◦2028年度：27% 9%

P.35-36

非日系カーメーカー売上高比率※2 ◦2028年度：8% 1.4%

「健康で安全な暮らし」の実現
～光の価値の提供～

非可視光を主とした当社独自の
デバイス・モジュール・アプリの提供 非可視光製品売上高比率※3 ◦2025年度：15% 1.2% P.37-38

環境と価値創造との調和

気候変動への取り組み CO₂排出量
◦2030年度：自社の事業活動において
　                50%削減（2019年度比）
◦2050年度：カーボンニュートラルの実現

2019年度比11.4%削減 P.43-46

環境保全活動の推進
廃棄物等発生量 ◦2024年度:廃プラスチック発生量削減・

　               再資源化率増加（2019年度比）
指標変更により

2024年度実績評価開始
P.42

水使用量（水リスク） ◦ハイリスク生産拠点数ゼロ拠点 ゼロ拠点

一人ひとりの幸福と成長

社員のエンゲージメント向上 エンゲージメントスコア ◦2025年度：2023年度比30%向上
　　　　  　　肯定的30％
　　  回答率　中間的42％
　  　　　　　否定的28％

P.48

人材育成 1人あたりの教育投資 ◦2025年度：2022年度比50%向上 2022年度比4.8%低下 P.49

社員の安全と健康への取り組み
健康経営度評価（偏差値） ◦2025年度：偏差値60 偏差値55.1

P.50-51
重大労働災害発生件数 ◦発生件数ゼロ件 ゼロ件

多様性の促進 女性管理職比率 ◦2026年度：4.0% 3.7% P.52

盤石な経営基盤の構築

ガバナンス機能の強化
取締役会実効性 ◦取締役会実効性アンケート評価の年1回の実施 11月実施、評価平均値0.2pt改善 P.66

ガバナンス委員会の適正な機能発揮 年10回開催、出席率98% P.67

コンプライアンスの徹底

コンプライアンス教育受講率、宣言書署名率 ◦受講率・署名率100% 100%

P.71

グローバルにおける内部通報制度の適切な運用の継続 　　  通期実績　国内19件
　　　　　　　  海外39件

様々なリスクへの対応

グループ全体を取り巻くリスクに対する
予防策・事後処理策・再発防止策の実施

防災訓練実施(国内全拠点)
安否確認訓練実施率100% P.69

グローバルにおける情報セキュリティの強化 TISAX認証取得(国内外4拠点) P.70

強みを活かした
事業展開による
社会課題の解決

持続的成長を
支える

経営基盤の強化

※1 Adaptive Driving Beam（配光可変ヘッドランプ）
※2 自動車機器事業の売上高に占める割合
※3 コンポーネンツ事業及び電子応用製品事業の外部顧客への売上高（2023年度より自動車機器事業へ事業区分の変更を行ったアクセサリー＆デバイス製品の売上高を含む）に占める割合

マテリアリティ（重要課題）

トップメッセージイントロダクション 中長期の価値創造戦略 ガバナンス データセクション価値創造ストーリー
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サステナビリティ

サステナビリティ基本方針

　当社グループは、経営理念として「光の価値の限りなき追求」、「ものづくりを究める経営革新」、「真に支える人々の幸福の

実現」を掲げ、事業活動を行っています。その目指す先は、私たちが生み出した製品や技術が、人々の暮らしの安全・安心に

寄与することです。

　当社グループのサステナビリティにとって重要なことは、グループ社員一人ひとりが、法令や社会規範の遵守、健全な職場環

境の整備、事業活動を通じた社会貢献、人や自然への思いやり、社会とのコミュニケーション・共生を意識して行動することです。

　当社グループは、これを「スタンレーグループ行動規範」として定め、持続可能な社会の発展と地球環境の保護に貢献して

まいります。

推進体制

　当社グループは事業活動とESG活動の両輪で、サステナビリティ基本方針の目指すところである「持続可能な社会の発展と
地球環境の保護に貢献」を実現します。その推進については、主な委員会・会議体と関係部署を通じ、経営会議にて取り組み
の基本方針や施策の審議・決裁を行っています。また、その内容については、適宜、取締役会へ報告しています。

主な関係機能

営業 法務・知的財産

品質 コーポレートガバナンス

経営企画生産

研究開発 人事

環境 経理財務

設計・技術 総務

購買 IT・DX

主な委員会・会議体

リスク管理委員会

安全保障貿易
管理委員会

安全衛生委員会 教育委員会

インサイダー
取引防止委員会

防災対策委員会

防火管理者委員会

グローバルカーボンニュートラル
推進委員会

グローバル環境保全
活動委員会

企業倫理委員会

生産技術委員会

PL判定委員会

知財委員会

品質管理委員会

株主総会

取締役会 ガバナンス委員会

経営会議

監査役会

中長期の
価値創造戦略

23	 第Ⅷ期中期３ヶ年経営計画

29	 財務戦略 

33	 事業概況

35	 事業戦略

39	 研究開発

41	 環境

47	 社会
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https://www.stanley.co.jp/sustainability/

その他のサステナビリティデータ

https://www.stanley.co.jp/sustainability/



